
 

 

 

 
 

 

（単位：百万円）

  　　　 科　　　　　目  金 　額    　　　科　　　　　目  金 　額

　（資　　産　　の　　部） 　（負　　債　　の　　部）

流動資産 585 流動負債 290

　現金及び預金 250 未払金 234

未収入金 334 未払費用 2

その他 0 未払法人税等 6

固定資産 54,746 未払消費税等 31

有形固定資産 0 預り金 8

工具器具備品 0 賞与引当金 4

無形固定資産 0 役員賞与引当金 3

ソフトウェア 0 固定負債 38,325

投資その他の資産 54,745 長期借入金 38,300

関係会社株式 54,723 退職給付引当金 25

繰延税金資産 21 負債合計 38,616

　　（純　資　産　の　部）

株主資本 16,715

資本金 9,911

資本剰余金 6,812

資本準備金 6,812

利益剰余金 △ 8

その他利益剰余金 △ 8

繰越利益剰余金 △ 8

純資産合計 16,715

　　　　資産合計 55,331   　負債純資産合計 55,331

貸　借　対　照　表
（2023年3月31日現在）



 

 

 
  

（単位：百万円）

営業収益

関係会社受入手数料 1,330 1,330

営業費用

販売費及び一般管理費 541 541

営業利益 789

営業外収益

受取利息 0

雑収入 0 0

営業外費用

支払利息 783 783

経常利益 6

税引前当期純利益 6

法人税、住民税及び事業税 18

法人税等調整額 △ 12 6

当期純利益 0

科　　　　目 金　　　　額

損　益　計　算　書

2022年4月1日から

2023年3月31日まで



 

 

個別注記表 
 

＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞ 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数は以下のとおりであります。 

工具器具備品 3～15年 

 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間(5 年)に基づく定額法によ

り償却しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

 

(2) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

ⅰ 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。 

ⅱ 数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異については、発生の翌事業年度に一括費用処理しております。 

    また、執行役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

 

4. 重要な収益及び費用の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年 3月 31 日）及び「収

益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日）

を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額により、収益を認識しております。 

当社の収益は子会社からの経営管理料であり、子会社との契約内容における経営管理業務

を提供することが履行義務であります。当該業務が提供された時点で当社の履行義務が充

足されることから、当該時点で収益を認識しております。 

 



 

 

5. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

6. グループ通算制度の適用 

楽天グループ株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連

結納税制度を適用しております。なお、2023年 1月 1日よりグループ通算制度に移行して

おります。 

 

＜貸借対照表に関する注記＞ 

1. 有形固定資産の減価償却累計額    2百万円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 334百万円 

短期金銭債務 228百万円 

長期金銭債権 -百万円 

長期金銭債務 38,300百万円 

 

＜損益計算書に関する注記＞ 

 関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

 営業収益 1,330百万円 

 営業費用 368百万円 

営業取引以外の取引による取引高 783百万円 

 

＜税効果会計に関する注記＞ 

繰延税金資産の総額は 25 百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控

除した額は 4百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、株式報酬費用負担額 14 百万円及び退職給付引

当金 7百万円であります。 

 

当社は、2023 年 1 月 1 日より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。

これに伴い、 法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グ

ループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42

号 2021 年 8 月 12 日。以下「実務対応報告第 42 号」という。）に従っております。また、

実務対応報告第 42 号第 32 項（1）に基づき、実務対応報告第 42 号の適用に伴う会計方針

の変更による影響はないものとみなしております。 

 

 

  



 

 

＜関連当事者との取引に関する注記＞ 
                      （単位：百万円） 

種類 会社等 

の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 

 

科目 期末残高 

親会社 楽天グル

ープ㈱ 

被所有 

間接 100% 

経営管理契約

の締結、出向者

の受入 

受入出向者人件費※2 

 

54 未払金 

 

210 

親会社 楽天 

カード㈱ 

被所有 

直接 100% 

資金の借入 利息の支払※3     783 長期借入金 

未払費用 

38,300 

    2 

子会社 楽天生命 

保険㈱ 

所有 

直接 100% 

経営管理契約

の締結、出向者

の受入、役員の

兼任 

経営管理料※1 

受入出向者人件費※2 

 

594 

235 

 

未収入金 

未払金 

 

167 

9 

   

子会社 楽天損害 

保険㈱ 

所有 

直接 100% 

経営管理契約

の締結、役員の

兼任 

経営管理料※1 

 

682 

 

未収入金 

 

140 

 

（注）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等 

    ※１ 経営管理契約に基づき決定しております。 

    ※２ 出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っております。 

    ※３ 資金の借入については、市場金利を勘案し、決定しております。 

 

 

＜１株当たり情報に関する注記＞ 

１株当たり純資産額 901,878 円 24 銭 

１株当たり当期純利益 8 円 39 銭 

 

＜追加情報に関する注記＞ 

当社は、2022年 2月 21日の取締役会において、楽天生命保険株式会社を株式交換完全親会社、

楽天少額短期保険株式会社を株式交換完全子会社とする当社の子会社間の株式交換契約の締結

に同意することを決議しております。当該株式交換は楽天生命保険株式会社による少額短期保

険の活用を目的としており、2022年 4月 1日を効力発生日としております。 

 

 

金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 


